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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第47期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第46期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（百万円） 1,140 1,207 4,293

経常利益

又は経常損失（△）　　（百万円）
△60 25 △132

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（百万円） △74 2 △152

純資産額（百万円） 1,175 1,054 1,069

総資産額（百万円） 2,129 2,077 2,025

１株当たり純資産額（円） 937.10 850.16 862.21

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△58.81 1.91 △122.16

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 55.1 50.7 52.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△93 88 △211

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△83 △16 △52

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
190 2 151

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 524 475 400

従業員数（人） 302 318 324

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 318 (16)

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（常用パートタイマー）人数であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 263(15)    

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（常用パートタイマー）人数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの主たる業務は、ＰＲ事業であり広報活動を支援するという役務を提供する業務であるため、生産に

該当する事項はありません。

(2）受注状況

　当社グループの事業はＰＲ事業であり、製造業等とは異なるため受注実績については記載しておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間のＰＲ事業を業務区分別に示すと、次の通りであります。

事業の業務区分別の名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

リテイナー 590 95.6

オプショナル＆スポット 475 122.4

ペイドパブリシティ 141 105.0

合計 1,207 105.9

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクに重要な変更及び新たに生じたリスクはあり

ません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間（平成22年１月～平成22年３月）におけるわが国経済は、一昨年度からの世界的な金

融・経済危機に伴う景気停滞局面の中、企業収益の減少に加え雇用情勢や個人消費の改善が進まず、デフレ圧力が強

まるなど、引き続き厳しい経営環境が続きました。 

現在の厳しい景気の影響から、企業の広報予算の削減傾向は続いております。ＰＲ業界における、このような状況

下、当社は各種メディアとの繋がり（メディア・リレーションズ）を駆使することによる、クライアントへの質の高

いサービスの提供と新規クライアントの獲得のための営業活動に注力してまいりました。その結果、リテイナー契約

におきましては契約期間満了等による契約の解消と新規契約の獲得が拮抗する程度まで回復することができまし

た。また引き続き、中央官庁・地方自治体からのＰＲに対する引き合いや、企業の危機管理に対する関心の高まりに

よるメディア・トレーニングの需要は順調に増大してきております。

景気の悪化からＰＲ業界におきましても大幅な需要増は期待できない状況にありますが、市場拡大の余地はあり、

潜在需要を掘り起こすことによって、ＰＲ業界は安定的な成長を続けるものと感じております。市場競争も激しさを

増してきておりますが、当第１四半期連結会計期間においては、リテイナークライアントに対しては顧客視線に立っ

た提案を続け、新規クライアントの獲得のための営業活動も積極的に推進してまいりました。また引き続き、経費削

減と経営資源の効率的な分配のための経営努力を続けてまいりました。　

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,207百万円（前年同期比5.9％増）、営業利益は22百万円（前年

同期間は60百万円の損失）、経常利益は25百万円（前年同期間は60百万円の損失）、そして四半期純利益は２百万円

（前年同期間は74百万円の損失）となりました。

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当第１四半期末における総資産は2,077百万円となり、前期末に比べ52百万円の増加となりました。この主な要因

は、受取手形及び売掛金21百万円の減少、減価償却累計額の増加にともなう有形固定資産６百万円の減少があったも

のの、現金及び預金75百万円の増加等があったことによるものであります。

（負債） 

当第１四半期末における負債は1,023百万円となり、前期末に比べ67百万円の増加となりました。この主な要因は、

固定負債において役員退職慰労引当金２百万円の減少があったものの、買掛金75百万円の増加、短期借入金18百万円

の増加等により流動負債が68百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期末における純資産は1,054百万円となり、前期末に比べ14百万円の減少となりました。この要因は、そ

の他有価証券評価差額金２百万円の増加があったものの、利益剰余金16百万円の減少、為替換算調整勘定１百万円の

減少によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ

・フローにおける収入88百万円、投資活動によるキャッシュ・フローにおける支出16百万円、財務活動によるキャッ

シュ・フローにおける収入２百万円により、前連結会計年度末に比べ75百万円増加の475百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は88百万円（前年同期間において使用した資金

は93百万円）となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益25百万円、売上債権の減少による収入22百

万円、仕入債務の増加による収入75百万円、および未払消費税等の増加による収入12百万円等によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は16百万円（前年同期間において使用した資金

は83百万円）となりました。 この主な要因は、有価証券の取得による支出14百万円、投資有価証券の取得による支出

１百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において財務活動の結果獲得した資金は２百万円（前年同期間において獲得した資金

は190百万円）となりました。この要因は、配当金の支払による減少16百万円があったものの、短期借入金の純増加に

よる収入18百万円によるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,040,000

計 5,040,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,260,000 1,260,000
大阪証券取引所

（JASDAQ市場）　
単元株式数100株

計 1,260,000 1,260,000 － －

（注）第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック

証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引所

は、大阪証券取引所であります。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 1,260,000 － 419 － 360

（５）【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　20,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 　1,239,500 12,395 同上

単元未満株式 普通株式　　　　400 － －

発行済株式総数 1,260,000 － －

総株主の議決権 － 12,395 －

  

②【自己株式等】 

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

共同ピーアール株式会社 東京都中央区銀座七丁目２番22号 20,100 － 20,100 1.60

計 － 20,100 － 20,100 1.60

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有の自己株式は20,148株であります。 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 535 510 551

最低（円） 492 493 495

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、ジャスダック証券取引所は平成22年

４月１日付で大阪証券取引所と合併しております。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 488,991 413,607

受取手形及び売掛金 789,027 ※2
 810,775

有価証券 14,700 －

未成業務支出金 69,148 79,277

その他 139,428 139,758

貸倒引当金 △119,131 △119,600

流動資産合計 1,382,163 1,323,819

固定資産

有形固定資産 ※1
 226,841

※1
 233,334

無形固定資産

のれん 6,175 7,057

その他 23,225 25,147

無形固定資産合計 29,401 32,205

投資その他の資産

その他 439,809 435,667

貸倒引当金 △7,257 △7,257

投資その他の資産合計 432,552 428,410

固定資産合計 688,794 693,949

繰延資産 6,630 7,536

資産合計 2,077,589 2,025,304

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 265,089 189,142

短期借入金 312,939 294,244

未払法人税等 23,401 27,281

その他 185,937 208,693

流動負債合計 787,367 719,362

固定負債

退職給付引当金 177,662 176,317

役員退職慰労引当金 58,491 60,608

固定負債合計 236,153 236,925

負債合計 1,023,521 956,288
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,900 419,900

資本剰余金 360,655 360,655

利益剰余金 299,204 315,437

自己株式 △10,414 △10,414

株主資本合計 1,069,345 1,085,577

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △868 △3,643

為替換算調整勘定 △14,408 △12,917

評価・換算差額等合計 △15,277 △16,560

純資産合計 1,054,067 1,069,016

負債純資産合計 2,077,589 2,025,304
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,140,244 1,207,041

売上原価 435,912 502,049

売上総利益 704,332 704,991

販売費及び一般管理費 ※1
 764,359

※1
 682,324

営業利益又は営業損失（△） △60,027 22,667

営業外収益

受取利息 308 110

仕入割引 36 －

受取賃貸料 982 1,380

為替差益 － 2,758

その他 288 151

営業外収益合計 1,616 4,400

営業外費用

支払利息 953 1,537

売上割引 95 15

為替差損 954 －

その他 － 21

営業外費用合計 2,003 1,574

経常利益又は経常損失（△） △60,414 25,493

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 471

特別利益合計 － 471

特別損失

固定資産除却損 ※2
 8,711 －

特別損失合計 8,711 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△69,125 25,965

法人税、住民税及び事業税 5,254 20,594

過年度法人税等 1,135 －

法人税等調整額 1,227 3,005

法人税等合計 7,616 23,599

少数株主損失（△） △2,742 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △74,000 2,365

EDINET提出書類

共同ピーアール株式会社(E05477)

四半期報告書

14/23



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△69,125 25,965

減価償却費 11,877 8,837

貸倒引当金の増減額（△は減少） 40,665 △471

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

3,734 △792

受取利息及び受取配当金 △308 △110

支払利息 953 1,537

固定資産除却損 8,711 －

売上債権の増減額（△は増加） 106,359 22,027

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,898 10,162

仕入債務の増減額（△は減少） △100,466 75,781

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,485 12,027

その他 △40,457 △43,491

小計 △31,671 111,473

利息及び配当金の受取額 308 260

利息の支払額 △1,507 △1,961

法人税等の支払額 △60,645 △20,798

営業活動によるキャッシュ・フロー △93,515 88,973

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △14,700

有形及び無形固定資産の取得による支出 △26,480 △327

投資有価証券の取得による支出 △1,287 △1,349

敷金及び保証金の差入による支出 △55,955 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 57

その他 △74 △176

投資活動によるキャッシュ・フロー △83,797 △16,495

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 226,413 18,428

長期借入金の返済による支出 △1,136 －

自己株式の取得による支出 △3,523 －

配当金の支払額 △31,049 △16,034

財務活動によるキャッシュ・フロー 190,704 2,393

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,310 854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,701 75,726

現金及び現金同等物の期首残高 509,014 400,019

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 524,716

※
 475,746
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費を

期間按分して算出する方法によっております。 

３．経過勘定項目の算定方法 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

４．退職給付費用の算定方法 退職給付費用は、期首に算定した当連結会計年度に係る退職給付費用を期

間按分して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、248,193千円であ

ります。

 

　

　

　

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、242,106千円であ

ります。

 

 

※２　期末日満期手形の会計処理について手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 779千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 役員報酬 32,201千円

 給与手当 432,141 

 雑給 11,721 

 法定福利費 56,408 

 地代家賃 77,766 

 貸倒引当金繰入額 40,665 

 退職給付費用 9,252 

 役員退職慰労引当金繰入額 825 

 のれん償却 1,435 

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 有形固定資産（建物及び構築物） 8,699千円

 有形固定資産（その他） 11 

　　合　計 8,711 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 役員報酬 31,122千円

 給与手当 414,409 

 雑給 8,905 

 法定福利費 62,414 

 地代家賃 66,429 

 退職給付費用 9,185 

 役員退職慰労引当金繰入額 883 

 のれん償却 882 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） 

（千円）

　現金及び預金勘定 538,308

　預入期間が３か月を超える定期預金等 △13,592

　現金及び現金同等物 524,716

  

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） 

（千円）

　現金及び預金勘定 488,991

　預入期間が３か月を超える定期預金等 △13,245

　現金及び現金同等物 475,746

  

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式                1,260,000株

   

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式                20,148株

   

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

   

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額 

 決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり　

配当額(円)
 基準日  効力発生日  配当の原資

平成22年３月26日

定時株主総会
 普通株式 18,59715.00平成21年12月31日 平成22年３月29日 利益剰余金

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

  

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日　至 平成21年３月31日）

　当社グループの事業はＰＲ事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

　

　当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

　当社グループの事業はＰＲ事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日　至 平成21年３月31日）

　本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地セグメント情報

の記載を省略しております。 

　

　当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

　本邦の売上高の金額は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地セグメント情報

の記載を省略しております。 

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日　至 平成21年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

　当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、有価証券

関係の記載は省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 850.16円 １株当たり純資産額 862.21円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △58.81円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.91円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △74,000 2,365

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△74,000 2,365

期中平均株式数（千株） 1,258 1,239

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

共同ピーアール株式会社(E05477)

四半期報告書

21/23



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

共同ピーアール株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向出　勇治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール株式

会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

共同ピーアール株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向出　勇治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール株式

会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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